
�2009. 2

行
政
情
報

　

今
年
も
市
・
県
民
税
の
申
告
の
時

期
が
や
っ
て
き
ま
し
た
。

　

申
告
が
必
要
と
思
わ
れ
る
方
に
は
、

事
前
に
申
告
案
内
を
送
付
し
ま
す
の

で
、
日
程
表
を
ご
覧
い
た
だ
き
、
で

き
る
だ
け
指
定
さ
れ
た
日
時
に
申
告

さ
れ
ま
す
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。

　

案
内
が
届
か
な
い
方
で
も
申
告
の

必
要
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
方
は
、
最

寄
り
の
会
場
で
申
告
を
し
て
く
だ
さ

い
。

　

公
営
住
宅
、
児
童
手
当
、
保
育
所

な
ど
の
手
続
き
に
必
要
な
各
種
証
明

書
な
ど
の
発
行
が
必
要
な
方
は
、
収

入
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
申
告
が
必

要
で
す
。

　

ま
た
、
収
入
の
無
か
っ
た
方
や
遺

族
年
金
・
障
害
年
金
な
ど
（
非
課
税

所
得
の
み
）
を
受
給
し
て
い
る
方
で
、

国
民
健
康
保
険
に
加
入
さ
れ
て
い
る

方
は
、
国
民
健
康
保
険
税
の
軽
減
措

置
が
受
け
ら
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す

の
で
、
該
当
す
る
方
は
申
告
を
し
て

く
だ
さ
い
。
な
お
、
市
・
県
民
税
の

申
告
を
さ
れ
た
方
は
、
国
民
健
康
保

険
税
の
簡
易
申
告
を
す
る
必
要
は
あ

り
ま
せ
ん
。

　

市
民
の
皆
さ
ん
が
健
康
で
潤
い
の

あ
る
豊
か
な
暮
ら
し
を
送
る
た
め
の

大
切
な
税
で
す
の
で
、
社
会
の
ル
ー

ル
と
し
て
正
し
い
申
告
を
し
ま
し
ょ

う
。

　

平
成
21
年
1
月
1
日
現
在
、
石
巻

市
に
住
所
が
あ
る
方
で
、
平
成
20
年

中
に
収
入
が
あ
り
、
次
の
項
目
に
該

当
す
る
方
。

①
営
業
、
農
業
、
不
動
産
、
一
時
、

配
当
な
ど
の
所
得
が
あ
っ
た
方

②
給
与
所
得
者
で
会
社
で
年
末
調
整

さ
れ
て
い
な
い
方
や
2
カ
所
以
上

の
会
社
か
ら
給
与
を
受
け
た
方

③
平
成
20
年
中
に
会
社
を
退
職
し
て

再
就
職
し
て
い
な
い
方

④
年
金
所
得
者
で
、
扶
養
親
族
等
申

告
書
を
年
金
保
険
者
へ
提
出
し
な

か
っ
た
方

⑤
収
入
が
無
い
方
や
、
遺
族
年
金
な

ど
の
非
課
税
所
得
の
み
の
方
で
、

市
の
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て

い
る
方

※
給
与
・
年
金
所
得
者
で
医
療
費
控

除
な
ど
の
各
種
控
除
を
受
け
よ
う

と
す
る
方
は
、
申
告
を
し
な
い
と

控
除
の
対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。

▼
税
務
署
で
確
定
申
告
を
し
た
方

▼
勤
め
先
で
年
末
調
整
を
し
た
方

▼
事
業
所
得
者
は
、
売
り
上
げ
や
経

費
な
ど
が
わ
か
る
各
種
帳
簿
お
よ
び

領
収
書
（
円
滑
な
申
告
相
談
の
た
め
、

帳
簿
な
ど
は
あ
ら
か
じ
め
ま
と
め
て

く
る
よ
う
お
願
い
し
ま
す
）

▼
給
与
所
得
者
お
よ
び
年
金
所
得
者

は
、
源
泉
徴
収
票
ま
た
は
給
与
支
払

明
細
書

▼
平
成
20
年
中
に
支
払
っ
た
生
命
保

険
料
、
地
震
保
険
料
、
長
期
損
害
保

険
料
、
国
民
健
康
保
険
税
（
後
期
高

齢
者
医
療
保
険
含
む
）、
国
民
年
金

保
険
料
、
介
護
保
険
料
、
医
療
費
な

ど
の
支
払
証
明
書
や
領
収
書

▼
本
人
ま
た
は
被
扶
養
者
が
障
害
者

の
場
合
は
、
障
害
者
手
帳

（
要
介
護
認
定
に
係
る
障
害
者
控
除

を
受
け
る
方
は
、
市
交
付
の
障
害
者

控
除
対
象
者
認
定
書
）

▼
印
か
ん
（
金
融
機
関
届
出
印
）

▼
還
付
申
告
の
場
合
は
、
振
込
用
通

帳
の
口
座
番
号
が
わ
か
る
も
の

問　

市
民
税
課
（
内
線
278
・
240
）

◆申告書は自分で書いてお早めに！
　平成20年分所得税の確定申告の相談および申告書の
受け付けは、２月16日㈪から３月16日㈪までです。
　還付申告の方は、２月13日㈮以前でも申告書を提出
することができます。
　申告書は「所得税の確定申告の手引き」などを参考
にご自分で記載して、送付などによりお早めに提出し
てください。
◆パソコンで楽々申告！
　国税庁ホームページの『確定申告書等作成コー
ナー』では、申告書を自動計算により簡単に作成・印
刷することができます。また、ｅ‐Ｔａｘを利用する
と、申告データを直接電子申告することもできます。
国税庁ホームページ　http://www.nta.go.jp
ｅ-Ｔａｘホームページ　http://www.e-tax. nta.go.jp
申告書などの送付先
　〒986-0827　石巻市千石町２番35号　石巻税務署
問　石巻税務署　☎22-4151
　税務署にお電話いただければ、音声案内により電話
相談センターにおつなぎします。

★寄附金控除の見直し
　平成20年度税制改正において、寄附金税制が拡充されまし
た。平成20年１月１日以降に支出した寄附金が該当になりま
す。
　これまで控除対象額が10万円以上だったものが、５千円以
上の寄附金額から対象となります。

《控除額は総所得金額の30％が限度額になります》
※県と市では、この条例の指定範囲を「宮城県内の主たる事
務所を有する法人」と指定しています。詳しくは市民税課
へお問い合わせください。

問　市民税課（内線404）

問

◆ 平成21年度市・県民税の主な改正点 ◆◆ 平成21年度市・県民税の主な改正点 ◆

問

一 般 の
寄 附 金

ふるさと
納税制度

対象となる
寄附先

控　除　額

控　除　額

○住所地の都道府県共同募金会
○日本赤十字社支部
○都道府県または市町村が条例により指定した
　事業所 ※

①（寄附金―５千円）×10％
②（寄附金―５千円）×（90％－対象者の所得税率）
　①＋②を市・県民税所得割額から税額控除

（寄附金―５千円）×10％を市・県民税所得割額
から税額控除

対象となる
寄附先 地方公共団体（都道府県や市区町村）

◇ 税務署からのお知らせ ◇◇ 税務署からのお知らせ ◇

市
・
県
民
税
の
申
告

２
月
12
日
㈭
か
ら
３
月
16
日
㈪
ま
で

※申告受付日程
　表は、８・９
　ページに掲載
　しています。

正
し
い
申
告
を
し
ま
し
ょ
う

申
告
が
必
要
な
方

申
告
し
な
く
て
も
よ
い
方

申
告
に
必
要
な
も
の
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所
得
税
か
ら
控
除
し
き
れ
な
か
っ

た
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
額
を
、
翌
年
度

の
市
・
県
民
税
か
ら
減
額
さ
れ
る
調

整
措
置
が
、
平
成
20
年
度
か
ら
導
入

さ
れ
ま
し
た
。

　

今
年
も
こ
の
対
象
と
な
る
方
は
、

平
成
21
年
度
の
市
・
県
民
税
の
所
得

割
分
か
ら
控
除
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。
控
除
を
受
け
る
た
め
に
は
申
告

が
必
要
と
な
り
ま
す
の
で
、
3
月
16

日
㈪
ま
で
に
申
告
書
を
提
出
し
て
く

だ
さ
い
。

　

な
お
、市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に「
住

宅
借
入
金
等
特
別
控
除
申
告
書
作
成

ツ
ー
ル
」
を
掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
、

ご
利
用
く
だ
さ
い
。

手
続
き
方
法

　
「
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
申
告

書
」
と
「
源
泉
徴
収
票
」（
原
本
）

を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

※
事
前
に
居
住
年
月
日
を
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

◇
給
与
所
得
の
み
で
、
所
得
税
の
確

定
申
告
を
し
な
い
方
（
年
末
調
整

済
み
の
方
）
→
市
内
各
申
告
受
付

会
場
へ
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
申

告
書
は
各
会
場
に
用
意
し
て
あ
り

ま
す
。

◇
所
得
税
の
確
定
申
告
を
す
る
方

→
確
定
申
告
書
と
と
も
に
税
務
署

に
直
接
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

昨
年
は
該
当
す
る
と
思
わ
れ
る
方

に
通
知
を
し
ま
し
た
が
、
今
回
よ
り

通
知
は
し
ま
せ
ん
。該
当
期
間
中（
平

成
28
年
度
分
ま
で
）、
控
除
の
対
象

に
な
る
方
は
毎
年
申
告
書
の
提
出
を

お
願
い
し
ま
す
。
提
出
が
な
い
場
合

は
控
除
を
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
の
で
ご

注
意
く
だ
さ
い
。

問　

市
民
税
課
（
内
線
364
・
278
）

ご
注
意
を
！

ご
注
意
を
！

　

公
的
年
金
を
受
給
し
て
い
る
方
は
、

い
ま
ま
で
納
税
組
合
や
納
付
書
・
口

座
振
替
に
よ
り
納
め
て
い
た
だ
い
て

い
た
公
的
年
金
に
係
る
個
人
住
民
税

（
市
・
県
民
税
）
が
、
平
成
21
年
10

月
か
ら
、
公
的
年
金
か
ら
天
引
き
さ

れ
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。
こ
の
し
く

み
を
個
人
住
民
税
の
特
別
徴
収
制
度

と
い
い
ま
す
。

対
象
と
な
る
税
額
は
？

　

公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
割
額
お

よ
び
均
等
割
額

※
公
的
年
金
等
の
他
に
給
与
所
得
な

ど
が
あ
る
方
は
、
別
途
徴
収
さ
れ

ま
す
。

対
象
と
な
る
方
は
？

　

前
年
中
に
公
的
年
金
等
の
支
払
い

を
受
け
た
方
で
、
平
成
21
年
4
月
1

日
現
在
、
65
歳
以
上
で
公
的
年
金
等

（
老
齢
基
礎
年
金
等
）
を
受
給
さ
れ

て
い
る
方

※
た
だ
し
、
次
に
該
当
す
る
方
は
特

別
徴
収
さ
れ
ま
せ
ん
の
で
ご
注
意

く
だ
さ
い
。

○
老
齢
基
礎
年
金
等
の
年
額
が
18
万

円
未
満
の
方
（
介
護
保
険
料
の
特

別
徴
収
と
同
様
）

○
特
別
徴
収
す
る
税
額
が
、
老
齢
基

礎
年
金
給
付
の
年
額
を
超
え
る
方

対
象
と
な
る
年
金
は
？

　

老
齢
基
礎
年
金
等
が
対
象
と
な
り

ま
す
。
障
害
年
金
や
遺
族
年
金
は
対

象
と
な
り
ま
せ
ん
。

徴
収
の
方
法
は
？

　

下
の
表
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

問　

市
民
税
課　
（
内
線
364
）

税務署からのお知らせ
◆外国船乗組員の確定申告について
【問】私は、1年 3カ月の予定で、外国
法人Ａ社漁船の乗組員として乗船し、
平成20年中の大半は日本を離れていま
した。しかし、家族は日本に住んでいて、
下船期間は日本に帰り、家族と過ごし
ています。私は、日本での確定申告が
必要ですか？
【答】あなたの場合、「居住者」と判断
されますので、確定申告が必要な場合
があります。
居住者とは・・・
　国内に住所を有し、または現在まで
引き続いて 1年以上居所を有する個人
をいいます。
住所の判定
　所得税法上の住所とは、その者の「生
活の本拠」をいい、船舶の乗組員の住
所は、その者の配偶者、その他生計を
一にする親族の居住している地または
その者の勤務外の期間中通常滞在する
地が国内にあるかどうかにより判定す
ることになります。
　従って、あなたの場合、日本に家族
がいて、下船時は家族とともに生活し
ていますので、住所は国内にあると判
断されます。　
確定申告
　以上により、外国船乗組員としての
勤務が１年以上であっても、居住者と
判断されることから、一定の所得を有
する場合など、確定申告が必要な場合
があります。なお、技術指導などで外
国に居住している方の場合は、非居住
者となる場合があります。
外国税控除額
　居住者の所得について外国で課税さ
れた場合には、その外国所得税の全部
または一部を確定申告の際、所得税の
額から控除することができます。この
控除を受けるためには、確定申告書に
外国税額控除の額およびその計算に関
する明細書の記載があり、かつ、外国
所得税を課せられたことを証する書類
（税の名称および金額などを記載した
書類）などの添付が必要です。
　　　　問　石巻税務署個人課税部門
　　　　　　☎22-4151

問

★平成21年度の徴収方法（特別徴収を開始する年度分）

★平成22年度以降の徴収方法
徴収方法

徴 収 月

税　　額

徴収方法

徴 収 月

税　　額

２月

年税額の1／6

年金からの天引き（特別徴収）

１２月

年税額の1／6

１０月

年税額の1／6

８月

年税額の1／4

納付書で納める（普通徴収）

６月

年税額の1／4

４月 ６月

前年度後半に納めた額の1／3ずつ

年金からの天引き（特別徴収）

８月 １０月 １２月

年税額から同年度前半に納めた額を
差引いた残額を1／3ずつ

２月

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
の
申
告
は

お
済
み
で
す
か
？

　

平
成
11
年
か
ら
平
成
18
年
ま
で
に
入
居
し
、
所
得
税
の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の

適
用
を
受
け
て
い
る
方
が
対
象
で
す
。

公
的
年
金
か
ら
、

市
・
県
民
税
の
特
別
徴
収

（
天
引
き
）が
始
ま
り
ま
す


